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条 例 案 資 料 名  

議案第１３号 「上尾市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条  

例の一部を改正する条例の制定について」要旨………… １  

議案第１４号 「上尾市職員の育児休業等に関する条例の一部を改  

正する条例の制定について」要旨………………………… ２  

議案第１５号 「上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費  

用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定に  

ついて」要旨………………………………………………… ３  

議案第１７号 「上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手  

数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について」  

要旨…………………………………………………………… ６ 

議案第１８号 「上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関す  

る法律関係手数料徴収条例の一部を改正する条例の  

制定について」要旨………………………………………… ８ 

議案第１９号 「上尾市ひとり親家庭等医療費支給条例の一部を  

改正する条例の制定について」要旨………………………１０  

議案第２０号 「上尾市敬老祝金条例の一部を改正する条例の制定  

について」要旨………………………………………………１３  

議案第２１号 「上尾市要介護高齢者等手当支給条例及び上尾市要  

介護高齢者等介護者慰労金支給条例の一部を改正す  

る条例の制定について」要旨………………………………１５ 

議案第２３号 「上尾市火災予防条例の一部を改正する条例の制定  

について」要旨………………………………………………２０ 

 

 

 



 

－１－ 

議案第１３号 

「上尾市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について」要旨 

 

１ 趣 旨 

国家公務員における制度改正に準じて、職員が介護休暇を３回まで分割

して取得することができるようにするほか、介護時間を新設するための改

正 

 

２ 内 容 

( 1 ) 育児のための深夜勤務の制限等に係る子の範囲の見直し（第８条の２

関係） 

育児のための深夜勤務の制限等の対象となる子の範囲に、特別養子縁

組の監護期間中の子及び養子縁組里親に委託されている子等を加える。  

( 2 ) 介護を行う職員の時間外勤務の免除（第８条の２関係）  

職員が要介護者を介護するために請求した場合には、公務の運営に支

障がある場合を除き、時間外勤務を免除する。  

( 3 ) 介護休暇の分割（第１５条関係）  

介護休暇を３回まで分割して取得できることとする。  

( 4 ) 介護時間の新設（第１５条の２関係）  

連続する３年の期間内において、介護のために１日につき２時間の範

囲内で勤務しないことができることとする。  

( 5 ) 介護時間に係る給与の減額（第１５条の２関係）  

給与の減額対象に、介護時間の承認を受けて勤務しない場合を追加す

る。  

 

３ 施行期日 

 平成２９年４月１日 

 

 

 

 



 

－２－ 

議案第１４号 

「上尾市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制 

定について」要旨 

 

１ 趣 旨 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、育児休業等の

対象となる子の範囲その他同法において条例で定めるとされている事項に

関し、規定を整備するための改正  

 

２ 内 容 

( 1 ) 育児休業等の対象となる子の範囲の拡大（第１条中第２条の２関係）  

育児休業等の対象となる子の範囲に、養子縁組里親としての職員に委

託しようとしたが、実親等の同意が得られなかったため、養育里親とし

ての職員に委託された者を加える。  

( 2 ) 子の範囲の拡大に伴い、再度の育児休業等ができる特別の事情の追加

（第１条中第８条関係）  

再度の育児休業等ができる特別の事情及び終了後１年経過せずに育児

短時間勤務ができる特別の事情に、特別養子縁組に係る家事審判事件の

終了（特別養子縁組が成立しなかった場合に限る。）等を追加する。  

( 3 ) 部分休業と介護時間等の時間数調整（第２条中第１６条関係）  

「部分休業」と「介護時間又は特別休暇である育児時間」を同日に取

得する場合には、それらの合計時間は２時間までとする。  

 

３ 施行期日 

２の ( 1 )及び ( 2 )は公布の日、２の ( 3 )は平成２９年４月１日 

 



 

－３－ 

議案第１５号  

   「上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部を改正する条例の制定について」要旨  

 

１ 趣 旨  

公平委員会委員に支給する報酬の支給区分を年額から日額に改めるほか、

投票立会人の報酬額を立ち会う時間に応じたものとするための改正  

 

２ 内 容  

  新旧対照表  

現 行  改正案  

（特別職の職員の範囲）  

第 １ 条 の ２  特 別 職 の 職 員 と は 、 次 に

掲げる者をいう。  

( 1 )～ ( 55 ) 略  

( 56 )  教育相談員  

( 56 )の 2 さわやか相談室相談員  

( 57 )  適応指導教室指導員  

( 57 )の 2 教育心理専門員  

( 5 7 )の 3  スクールソー シャルワーカ

   ー  

( 58 )  英語指導助手  

( 59 )  社会教育指導員  

( 60 )  公民館長  

( 6 1 )  子どもの読書活動支援センタ

ー協力員  

( 62 )  文化財調査専門員  

( 63 )～ ( 79 ) 略  

別表第１（第２条関係）  

区分  報酬額  

1～ 3  略   

4  公平委員会  

委員長  

委員  

 

年額   56,000円  

年額   48,000円  

5 

～ 47  

略   

48  投票立会人  

投票所の投

 

日額   10,700円  

（特別職の職員の範囲）  

第 １ 条 の ２  特 別 職 の 職 員 と は 、 次 に

掲げる者をいう。  

( 1 )～ ( 55 ) 略  

( 56 ) スクールソーシャルワーカー  

( 57 ) 英語指導助手  

( 58 )から ( 61 )まで  削除  

( 62 ) 公民館長  

( 63 )～ ( 79 ) 略  

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第２条関係）  

区分  報酬額  

1～ 3  略   

4  公平委員会  

委員長  

委員  

 

日額  10,000円  

日額   9 ,000円  

5 

～ 47  

略   

48  投票立会人  

投票所の投

 

日額   10,700円  

      



 

－４－ 

票立会人  

 

 

 

 

 

 

 

期日前投票

所の投票立

会人  

 

 

 

 

 

 

 

 

日額    9 ,500円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 

～ 55  

略   

56  教育相談員  

 

 

月額  112,500円  

56の 2  さわやか相談

室相談員  

月額  147,000円  

57  適応指導教室  

指導員  

月額  112,500円  

57の 2  教育心理専門

員  

月額  240,000円  

57の 3  スクールソー

シャルワーカ

ー  

日額  10,800円  

58  英語指導助手  月額  375,000円

以内  

59  社会教育指導

員  

月額  112,500円

以内  

60  公民館長  月額  109,000円  

61  子 ど も の 読 書

活 動 支 援 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

協力員  

月額  105,000円  

票立会人  

 

 

 

 

 

 

 

期日前投票

所の投票立

会人  

（投票所の投票

立会人として従

事する時間が投

票時間の２分の

１の場合にあっ

て は 、 5 , 3 5 0

円）  

 

期日前投票所の

投票立会人とし

て従事する時間

が、その期日前

投票所における

投票時間の２分

の１を超える場

合 は 日 額 9 , 5 0 0

円、２分の１ 以

内の場合は日額

4,750円  

49 

～ 55  

略   

56  

 

 

スクールソー

シャルワーカ

ー  

 

 

日額  10,800円  

57 

 

 

 

 

 

 

英語指導助手  

 

 

 

月額  375,000円

以内  

5 8 か ら

61まで  

 

 

 

 

 

削除  

 

 

 

 

      



 

－５－ 

62  文化財調査専

門員  

月額  112,500円

以内  

63 

～ 79  

略   

 

62  公民館長  

 

月額  109,000円  

63 

～ 79  

略   

 

  
 

３ 施行期日  

平成２９年４月１日  

 

 

      



 

－６－ 

議案第１７号  

   「上尾市都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料徴収条例の

一部を改正する条例の制定について」要旨  

 

１ 趣 旨  

低炭素建築物新築等計画の認定申請に対する審査において、簡易な計算

方法を用いて当該審査を行う場合の手数料を追加するための改正  

 

２ 内 容  

 ( 1 ) 低炭素建築物認定制度 

低炭素建築物認定制度とは、市街地における低炭素化の措置（断熱性、

省エネ設備等）が講じられた建築物が、「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律」で求められる水準よりも高いエネルギー消費性能

（以下「省エネ性能」という。）を有していることを所管行政庁（本市

においては市長）が認定する制度である。認定を受けると、税制上の優

遇措置や容積率の緩和を受けることができる。 

 ( 2 ) 簡易な計算方法を用いて審査を行う場合の手数料の追加 

建築物の省エネ性能を算定するに当たり、これまでの計算方法に加え、

簡易な計算方法である「モデル建物法」を用いることができるよう国の

技術基準が改正されたことから、低炭素建築物新築等計画の認定申請に

対し、「モデル建物法」を用いて審査を行う場合の手数料を追加する。 

 

計算方法ごとの低炭素建築物新築等計画認定申請手数料の金額の比較 

床面積（㎡） 
手数料の金額（円） 

（標準入力法） （モデル建物法） 

～    ３００以内 ２５０，０００ ９１，０００ 

３００超 ～ ２，０００以内 ４１２，０００ １５８，０００ 

２，０００超 ～ ５，０００以内 ５９１，０００ ２５９，０００ 

５，０００超 ～１０，０００以内 ７３１，０００ ３４３，０００ 

１０，０００超 ～２５，０００以内 ８６７，０００ ４１４，０００ 

２５，０００超 ～ ９８９，０００ ４８６，０００ 

 



 

－７－ 

※ モデル建物法 

建築物の省エネ性能を算定するに当たり、算定の対象となる個々の建築物の状態

に応じて詳細に計算するのではなく、用途や建物形状、部屋の構成などを仮定した

モデル建物を設定した上で、それに算定の対象となる建築物の断熱性能や設備の仕

様を当てはめて計算する方法  

 

３ 施行期日  

平成２９年４月１日



 

－８－ 

議案第１８号  

  「上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料

徴収条例の一部を改正する条例の制定について」要旨  

 

１ 趣 旨  

一定規模以上の建築物の新築等に際し、建築物エネルギー消費性能基準

の適合が義務付けられることに伴い、当該適合性の判定手数料を新設する

ための改正  

 

２ 内 容  

特定建築物の省エネ基準に適合していることの判定について 

住宅以外の用途で延べ面積２，０００㎡以上の建築物（特定建築物）

については、国の定める建築物エネルギー消費性能基準（以下「省エネ

基準」という。）に適合することが平成２９年４月１日から義務付けら

れる。 

これに伴い、所管行政庁（本市においては市長）は、次の ( 1 )及び ( 2 )の

適合性判定等の事務を行うこととなるため、当該判定等を受ける者から

徴収する手数料の額を定めるもの 

( 1 ) 建築物エネルギー消費性能適合性判定 

建築計画が国の定める省エネ基準に適合していることの判定 

( 2 ) 建築物エネルギー消費性能確保計画軽微変更該当証明書交付 

適合性判定を受けた建築計画が変更となった場合に、その変更が省

エネ基準に適合する軽微な変更に該当していることを証する書面の交

付 

 

    建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料の一例 

床面積（㎡） 手数料の金額（円） 

２，０００以上～ ５，０００未満 ２７７，０００ 

５，０００以上～１０，０００未満 ３６２，０００ 

１０，０００以上～２５，０００未満 ４３５，０００ 

    ※ 建築物エネルギー消費性能確保計画軽微変更該当証明書交付

申請手数料の金額は、この表に定める額の半額とする。 



 

－９－ 

※ 国の定める省エネ基準 

   次の２つの指標を国の定める基準値以下に抑える必要があるもの 

  ( 1 ) 建築物の屋根・外壁等の断熱性能 

  ( 2 ) 空調、換気、照明等の建築設備の使用時におけるエネルギー消費性

能   

 

３ 施行期日  

平成２９年４月１日



 

－10－ 

議案第１９号  

「上尾市ひとり親家庭等医療費支給条例の一部を改正する条例の制定

について」要旨  

 

１ 趣 旨  

同一の児童に関し支給要件に該当する者が２人以上となる場合の支給対

象者を規定するほか、所得制限に関する規定などを整備するための改正  

 

２ 内 容  

  新旧対照表  

現 行  改正案  

（定義） 

第２条 略 

２  こ の 条 例 に お い て 「 ひ と り 親 家

庭 」 と は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該

当 す る 児 童 （ 規 則 で 定 め る 状 態 に あ

る 児 童 を 除 く 。 ） の 父 又 は 母 が そ の

児童を監護する家庭をいう。 

( 1 ) 父母が婚姻を解消した児童  

( 2 ) 父又は母が死亡した児童 

( 3 )  父 又 は 母 が 規 則 で 定 め る 程 度 の

障害の状態にある児童  

( 4 )  父 又 は 母 の 生 死 が 明 ら か で な い

児童 

( 5 )  前 各 号 に 準 ず る 状 態 に あ る 児 童

で規則で定めるもの  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  こ の 条 例 に お い て 「 養 育 者 」 と

は 、 次 に 掲 げ る 児 童と 同 居 し て 、 こ

れ を 監 護 し 、 か つ 、そ の 生 計 を 維 持

す る 者 で あ っ て 、 父母 並 び に 児 童 福

（定義） 

第２条 略 

２  こ の 条 例 に お い て 「 ひ と り 親 家

庭 」 と は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該

当する家庭をいう。  

( 1 )  次 の ア か ら オ ま で の い ず れ か に

該当する児童（規則で定める状態に

あるものを除く。）の母が当該児童

を監護する家庭  

ア 父母が婚姻を解消した児童  

イ 父が死亡した児童 

ウ  父 が 規 則 で 定 め る 程 度 の 障 害

の状態にある児童  

エ 父の生死が明らかでない児童 

オ  ア か ら エ ま で に 準 ず る 状 態 に

ある児童で規則で定めるもの  

( 2 )  次 の ア か ら オ ま で の い ず れ か に

該当する児童（規則で定める状態に

あるものを除く。）の父が当該児童

を監護し、かつ、当該児童と生計を

同じくする家庭  

ア 父母が婚姻を解消した児童  

イ 母が死亡した児童 

ウ  母 が 規 則 で 定 め る 程 度 の 障 害

の状態にある児童  

エ 母の生死が明らかでない児童 

オ  ア か ら エ ま で に 準 ず る 状 態 に

ある児童で規則で定めるもの  

３  こ の 条 例 に お い て 「 養 育 者 」 と

は 、 次 に 掲 げ る 児 童（ 規 則 で 定 め る

状 態 に あ る も の を 除く 。 ） と 同 居 し

て 、 こ れ を 監 護 し 、か つ 、 そ の 生 計



 

－11－ 

祉 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法律 第 １ ６ ４ 号 ）

第 ６ 条 の ３ 第 ８ 項 に規 定 す る 小 規 模

住 居 型 児 童 養 育 事 業を 行 う 者 及 び 同

法 第 ６ 条 の ４ 第 １ 項に 規 定 す る 里 親

以外のものをいう。 

( 1 ) 父母が死亡した児童  

( 2 )  父 又 は 母 が 監 護 し な い 前 項 各 号

に掲げる児童 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～７ 略 

 

（対象者） 

第３条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の 各

号 の い ず れ か に 該 当す る 者 は 、 対 象

者としない。 

( 1 )～ ( 5 ) 略   

 

（所得による制限） 

第 ４ 条  前 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 規

則 で 定 め る 者 を 除 き 、 次 の 各 号 の い

ず れ か に 該 当 す る 場 合 は 、 対 象 者 と

しない。 

 

を 維 持 す る 者 で あ って 、 当 該 児 童 の

父 母 並 び に 児 童 福 祉法 （ 昭 和 ２ ２ 年

法 律 第 １ ６ ４ 号 ） 第６ 条 の ３ 第 ８ 項

に 規 定 す る 小 規 模 住居 型 児 童 養 育 事

業 を 行 う 者 及 び 同 法第 ６ 条 の ４ 第 １

項 に 規 定 す る 里 親 で な い も の を い

う。 

( 1 )  母 が 監 護 し な い 前 項 第 １ 号 ア か

らオまでのいずれか に該当する児

童  

( 2 )  母 が な い 前 項 第 １ 号 ア 及 び ウ か

らオまでのいずれか に該当する児

童 

( 3 )  父 が 監 護 し な い か 、 又 は 父 と 生

計を同じくしない（ 父がない場合

を除く。）前項第２ 号アからオま

でのいずれかに該当する児童  

( 4 )  父 が な い 前 項 第 ２ 号 ア 及 び ウ か

らオまでのいずれか に該当する児

童 

(5 ) 父母がない児童  

４～７ 略 

 

（対象者） 

第３条 略 

２  同 一 の 児 童 の 父 、 母 及 び 養 育 者 の

う ち の ２ 人 以 上 が 前 項 の 規 定 の 適 用

を 受 け る こ と と な る 場 合 に お い て

は 、 次 に 掲 げ る 者 に つ い て は 、 同 項

の規定は適用しない。 

( 1 ) 同一の児童について、父及び母の

い ず れ も が 対 象 者 とな る と き 又 は

父 及 び 養 育 者 の い ずれ も が 対 象 者

となるときの当該父  

( 2 ) 同一の児童について、母及び養育

者 の い ず れ も が 対 象者 と な る と き

の当該養育者  

３  第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の

各 号 の い ず れ か に 該当 す る 者 は 、 対

象者としない。 

( 1 )～ ( 5 ) 略  

 

（所得による制限） 

第 ４ 条  前 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 規

則 で 定 め る 者 を 除 き 、 次 の 各 号 の い

ず れ か に 該 当 す る 場 合 は 、 規 則 で 定

め る 期 間 、 ひ と り 親 家 庭 等 医 療 費 の

支給を行わない。 
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( 1 )及び ( 2 ) 略  

 

２  略 

 

 （受給者証の交付） 

第５条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

（届出義務） 

第 ９ 条  ひ と り 親 等 は 、 第 ５ 条 の 規 定

に よ り 申 請 し た 事 項 に 変 更 が 生 じ た

と き は 、 そ の 旨 を 速 や か に 市 長 に 届

け出なければならない。 

２  ひ と り 親 等 は 、 そ の 家 庭 に 属 す る

受給者の現況について、規則の定める

ところにより、市長に届け出なければ

ならない。 

( 1 )及び ( 2 ) 略  

 

２  略 

 

（受給者証の交付） 

第５条 略 

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 申 請 が

あ っ た 場 合 に お い て 、 対 象 者 で な い

と 決 定 し た と き 又 は 前 条 第 １ 項 各 号

の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め た と き

は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当

該 申 請 を 行 っ た 者 に 通 知 す る も の と

する。 

 

（届出義務） 

第 ９ 条  ひ と り 親 等 は 、 第 ５ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 申 請 し た 事 項 に 変 更 が

生 じ た と き は 、 そ の 旨 を 速 や か に 市

長に届け出なければならない。 

２  ひとり親等は、その家庭       

の 現 況 に つ い て 、 規 則 の 定 め る

と こ ろ に よ り 、 市 長 に 届 け 出 な け れ

ばならない。 

   

３ 施行期日 

  公布の日 
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議案第２０号  

   「上尾市敬老祝金条例の一部を改正する条例の制定について」要旨  

 

１ 趣 旨  

敬老祝金を贈呈する対象者を定めた規定を改めるための改正  

 

２ 内 容  

  新旧対照表  

現 行  改正案  

（目的）  

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 本 市 に 居 住 す る  

あ あ 高 齢 者 に 対 し 、敬 老 祝 金 （ 以 下

「 祝 金 」 と い う 。 ）を 贈 呈 す る こ と

に よ り 、 敬 老 の 意 を 表 す る と と も

に 、 長 寿 を 祝 福 し 、も っ て 高 齢 者 の

福 祉 の 増 進 に 寄 与 する こ と を 目 的 と

する。  

 （祝金の贈呈）  

第 ２ 条  市 長 は 、 毎 年 ９ 月 に 、 そ の 年

の８月３１日において次の各号のい

ずれかに該当する者で、引き続き市

内に１年以上居住し、かつ 、住民基

本 台 帳 法 （ 昭 和 ４ ２ 年 法 律 第 ８ １

号）による住民基本台帳に記録され

ているものに対して、祝金として当

該各号に定める額を贈呈する。  

 ( 1 ) ７５歳の者 ５，０００円 

 ( 2 ) ７７歳の者 １０，０００円 

 ( 3 ) ８８歳の者 ２０，０００円 

 ( 4 ) ９９歳の者 ３０，０００円 

 ( 5 ) １００歳以上の者 ５０，０００円 

 

 

 （委任）  

第 ３ 条  前 条 に 定 め る も の の ほ か 、 Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 必 要 な 事

項は、市長が定める。  

（目的）  

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 市 内 に 住 所 を 有

す る 高 齢 者 に 対 し 、敬 老 祝 金 Ａ Ａ Ａ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａを 贈 呈 す る こ と

に よ り 、 敬 老 の 意 を 表 す る と と も

に 、 長 寿 を 祝 福 し 、も っ て 高 齢 者 の

福 祉 の 増 進 に 寄 与 する こ と を 目 的 と

する。  

（敬老祝金の贈呈）  

第 ２ 条  市 長 は 、 毎 年 ８ 月 ３ １ 日 に お

い て 、 次 項 各 号 に 掲 げ る 者 の い ず れ

か に 該 当 し 、 か つ 、 住 民 基 本 台 帳 法

（ 昭 和 ４ ２ 年 法 律 第 ８ １ 号 ） に よ る

本 市 の 住 民 基 本 台 帳 に 引 き 続 き １ 年

以 上 記 録 さ れ て い る 者 に 対 し て 、 敬

老祝金を贈呈する。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 贈 呈 す る 敬 老 祝

金 の 額 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 者 の 区

分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 額 と す

る。  

 ( 1 ) ７５歳の者 ５，０００円 

 ( 2 ) ７７歳の者 １０，０００円 

 ( 3 ) ８８歳の者 ２０，０００円 

 ( 4 ) ９９歳の者 ３０，０００円 

 ( 5 ) １００歳以上の者 ５０，０００円 

３  前 項 の 敬 老 祝 金 は 、 毎 年 ９ 月 に 贈

呈するものとする。  

 （委任）  

第 ３ 条  こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ

か 、 敬 老 祝 金 の 贈 呈 に 関 し 必 要 な 事

項は、市長が定める。  
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３ 施行期日  

平成２９年４月１日  
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議案第２１号  

   「上尾市要介護高齢者等手当支給条例及び上尾市要介護高齢者等介

護者慰労金支給条例の一部を改正する条例の制定について」要旨  

 

１ 趣 旨  

要介護高齢者が病院に入院した場合には、当該要介護高齢者に対する手

当又はその介護者に対する慰労金を支給しないこととするための改正  

 ※  ただし、手当又は慰労金を支給しないこととするのは、 要介護高齢者が月の

初日から末日までの全ての期間にわたり引き続いて入院した場合に限るものと

する。  

 

２ 内 容  

 (1 ) 新旧対照表（上尾市要介護高齢者等手当支給条例）  

現 行  改正案  

   上尾市要介護高齢者等手当支給条例  

（目的） 

第 １ 条  こ の 条 例 は、 身 体 上 又 は 精 神上

の 障 害 の た め 日 常 生 活 に 著 し い 支 障 の

あ る 高 齢 者 に 対 し 、 要 介 護 高 齢 者 等 手

当 （ 第 ７ 条 を 除 き 、 以 下 「 手 当 」 と い

う 。 ） を 支 給 す る こ と に よ り 、 こ れ ら

の 高 齢 者 の 福 祉 の 増 進 を 図 る こ と を 目

的とする。 

（定義） 

第 ２ 条  こ の 条 例 にお い て 「 要 介 護 高齢

者 等 」 と は 、 上 尾 市 要 介 護 高 齢 者 等 介

護 者 慰 労 金 支 給 条 例 （ 平 成 ４ 年 上 尾 市

条 例 第 １ １ 号 ） 第 ２ 条 に 規 定 す る 要 介

護高齢者等をいう。 

（支給要件） 

第 ３ 条  手 当 は 、 次に 掲 げ る 要 件 に 該当

する要介護高齢者等に支給する。 

 ( 1 )  当 該 要 介 護 高 齢 者 等 が 属 す る世 帯

の 生 計 中 心 者 に 前 年 の 所 得 （ １ 月 か

ら ３ 月 ま で の 月 分 の 手 当 に 係 る 所 得

に つ い て は 、 前 々 年 の 所 得 と す

る 。 ） に 係 る 所 得 税 が 課 せ ら れ て い

ないこと。 

 ( 2 )  当 該 要 介 護 高 齢 者 等 を 介 護 して い

る 者 が 上 尾 市 要 介 護 高 齢 者 等 介 護 者

慰 労 金 支 給 条 例 の 規 定 に 基 づ く 要 介

上尾市要介護高齢者手当支給条例   

（目的） 

第 １ 条  こ の 条 例 は、 身 体 上 又 は 精 神上

の障害のため日 常生活に著しい支障 の

ある高齢者に対 し、 要介護高齢者手 当

あ（第７条を除 き、以下「手当」と い

う。）を支給す ることにより、これ ら

の高齢者の福祉 の増進を図ることを 目

的とする。 

（定義） 

第 ２ 条  こ の 条 例 にお い て 「 要 介 護 高齢

者  」 と は 、 上 尾 市 要 介 護 高 齢 者 介 護

者 慰 労 金 支 給 条 例  （ 平 成 ４ 年 上 尾 市

条 例 第 １ １ 号 ） 第 ２ 条 に 規 定 す る 要 介

護高齢者  をいう。 

（支給要件） 

第 ３ 条  手 当 は 、 次に 掲 げ る 要 件 に 該当

する要介護高齢者  に支給する。 

 ( 1 )  当 該 要 介 護 高 齢 者  が 属 す る世 帯

の 生 計 中 心 者 に 前 年 の 所 得 （ １ 月 か

ら ３ 月 ま で の 月 分 の 手 当 に 係 る 所 得

に つ い て は 、 前 々 年 の 所 得 と す

る 。 ） に 係 る 所 得 税 が 課 せ ら れ て い

ないこと。 

 ( 2 )  当 該 要 介 護 高 齢 者  を 介 護 して い

る 者 が 上 尾 市 要 介 護 高 齢 者 介 護 者 慰

労 金 支 給 条 例  の 規 定 に 基 づ く 要 介
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護 高 齢 者 等 介 護 者 慰 労 金 （ 当 該 要 介

護 高 齢 者 等 に 係 る も の に 限 る 。 ） の

支給を受けていないこと。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（受給資格の認定） 

第 ５ 条  第 ３ 条 各 号    に 掲 げ る 要件

に 該 当 す る 者 は 、 手 当 の 支 給 を 受 け よ

う と す る と き は 、 市 長 に 申 請 し て 受 給

資 格 の 認 定 （ 以 下 「 認 定 」 と い う 。 ）

を受けなければならない。 

２  略  

（支給期間） 

第 ６ 条  手 当 は 、 認定 の 申 請 を し た 日の

属 す る 月 か ら 手 当 を 支 給 す べ き 事 由 が

消滅した日 

 

 

  

 

の 属 す る 月 ま で 支 給す る 。 た だ し 、次

条 第 １ 項 又 は 第 ２ 項に 規 定 す る 場 合に

お け る 支 給 の 開 始 の月 に つ い て は 、こ

の限りでない。 

（支給の始期の特例）  

第 ７ 条  埼 玉 県 内 の他 の 市 町 村 か ら 要介

護 高 齢 者 等 手 当 に 相 当 す る 手 当 の 支 給

を 受 け て い た 場 合 に お い て 、 当 該 手 当

の 支 給 さ れ た 最 後 の 月 の 翌 月 の 初 日 か

ら 起 算 し て ３ 月 以 内 に 認 定 の 申 請 を し

た と き は 、 当 該 手 当 が 支 給 さ れ た 最 後

の 月 の 翌 月 か ら 要 介 護 高 齢 者 等 手 当 を

支給する。 

護 高 齢 者 介 護 者 慰 労 金  （ 当 該 要 介

護 高 齢 者  に 係 る も の に 限 る 。 ） の

支給を受けていないこと。  

２  前 項 の 規 定 に かか わ ら ず 、 要 介 護高

齢 者 が 次 に 掲 げ る 施 設 に 入 所 し 、 又 は

入 院 し て い る と き は 、 手 当 を 支 給 し な

い。 

 ( 1 )  介 護 保 険 法 （ 平 成 ９ 年 法 律 第１ ２

３ 号 ） 第 ８ 条 第 ２ ５ 項 に 規 定 す る 介

護保険施設 

 ( 2 )  医 療 法 （ 昭 和 ２ ３ 年 法 律 第 ２０ ５

号 ） 第 １ 条 の ５ 第 １ 項 に 規 定 す る 病

院又は同条第２項に規定する診療所  

 ( 3 )  前 ２ 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、規 則

で定める施設 

３  前 項 の 規 定 は 、月 の 初 日 か ら 末 日ま

で の 全 て の 期 間 に わ た り 引 き 続 い て 、

同 項 各 号 に 掲 げ る 施 設 に 入 所 し 、 又 は

入 院 し た 場 合 に 限 り 適 用 す る も の と す

る。 

（受給資格の認定） 

第 ５ 条  第 ３ 条 第 １項 各 号 に 掲 げ る 要件

に 該 当 す る 者 は 、 手 当 の 支 給 を 受 け よ

う と す る と き は 、 市 長 に 申 請 し て 受 給

資 格 の 認 定 （ 以 下 「 認 定 」 と い う 。 ）

を受けなければならない。  

２  略  

（支給期間） 

第 ６ 条  手 当 は 、 認定 の 申 請 を し た 日の

属 す る 月 か ら 手 当 を 支 給 す べ き 事 由 が

消 滅 し た 日 の 前 日 （ 要 介 護 高 齢 者 が 月

の 初 日 か ら 末 日 ま で の 全 て の 期 間 に わ

た り 引 き 続 い て 、 第 ３ 条 第 ２ 項 各 号 に

掲 げ る 施 設 に 入 所 し 、 又 は 入 院 し た 場

合 に あ っ て は 、 当 該 月 の 初 日 の 前 日 ）

の 属 す る 月 ま で 支 給 す る 。 た だ し 、 次

条 第 １ 項 又 は 第 ２ 項 に 規 定 す る 場 合 に

お け る 支 給 の 開 始 の 月 に つ い て は 、 こ

の限りでない。 

（支給の始期の特例） 

第 ７ 条  埼 玉 県 内 の他 の 市 町 村 か ら 要介

護 高 齢 者 手 当  に 相 当 す る 手 当 の 支 給

を 受 け て い た 場 合 に お い て 、 当 該 手 当

の 支 給 さ れ た 最 後 の 月 の 翌 月 の 初 日 か

ら 起 算 し て ３ 月 以 内 に 認 定 の 申 請 を し

た と き は 、 当 該 手 当 が 支 給 さ れ た 最 後

の 月 の 翌 月 か ら 要 介 護 高 齢 者 手 当  を

支給する。 
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２  災 害 そ の 他 や むを 得 な い 理 由 に より

認 定 の 申 請 を す る こ と が で き な か っ た

場 合 に お い て 、 当 該 理 由 が や ん だ 後 １

５ 日 以 内 に そ の 申 請 を し た と き は 、 当

該 理 由 に よ り 認 定 の 申 請 を す る こ と が

で き な く な っ た 日 の 属 す る 月 か ら 要 介

護 高 齢 者 等 手 当 を 支 給 す る 。 こ の 場 合

に お い て 、 埼 玉 県 内 の 他 の 市 町 村 か ら

要 介 護 高 齢 者 等 手 当 に 相 当 す る 手 当 の

支 給 を 受 け て い た と き は 、 そ の 支 給 を

受 け た 月 分 の 要 介 護 高 齢 者 等 手 当 は 、

支給しない。 

（受給資格の消滅） 

第９条 略  

 ( 1 )  要 介 護 高 齢 者 等 に 該 当 し な くな っ

たとき（死亡したときを含む。）。  

 ( 2 )  第 ３ 条 各 号    に 掲 げ る 要件 を

備えなくなったとき。  

 ( 3 ) 略   

（届出） 

第１１条  略  

２  略  

 ( 1 )  第 ３ 条 各 号    に 掲 げ る 要件 を

備えなくなったとき。  

 ( 2 )及び ( 3 ) 略  

２  災 害 そ の 他 や むを 得 な い 理 由 に より

認 定 の 申 請 を す る こ と が で き な か っ た

場 合 に お い て 、 当 該 理 由 が や ん だ 後 １

５ 日 以 内 に そ の 申 請 を し た と き は 、 当

該 理 由 に よ り 認 定 の 申 請 を す る こ と が

で き な く な っ た 日 の 属 す る 月 か ら 要 介

護 高 齢 者 手 当  を 支 給 す る 。 こ の 場 合

に お い て 、 埼 玉 県 内 の 他 の 市 町 村 か ら

要 介 護 高 齢 者 手 当  に 相 当 す る 手 当 の

支 給 を 受 け て い た と き は 、 そ の 支 給 を

受 け た 月 分 の 要 介 護 高 齢 者 手 当  は 、

支給しない。 

（受給資格の消滅） 

第９条 略  

 ( 1 )  要 介 護 高 齢 者  に 該 当 し な くな っ

たとき（死亡したときを含む。）。  

 ( 2 )  第 ３ 条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 要件 を

備えなくなったとき。  

 ( 3 ) 略  

（届出） 

第１１条  略  

２  略  

 ( 1 )  第 ３ 条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 要件 を

備えなくなったとき。 

 ( 2 )及び ( 3 ) 略  

  
 

 (2 ) 新旧対照表（上尾市要介護高齢者等介護者慰労金支給条例）  

現 行  改正案  

   上 尾 市 要 介 護高 齢 者 等 介 護 者 慰労

金支給条例  

（目的）  

第 １ 条  こ の 条 例 は、 要 介 護 高 齢 者 等を

介 護 し て い る 者 に 対 し て 上 尾 市 要 介 護

高 齢 者 等 介 護 者 慰 労 金 （ 以 下 「 慰 労

金 」 と い う 。 ） を 支 給 す る こ と に よ

り 、 介 護 の 労 を ね ぎ ら い 、 か つ 、 励 ま

し 、 も っ て 在 宅 福 祉 の 増 進 に 寄 与 す る

ことを目的とする。  

（定義）  

第 ２ 条  こ の 条 例 にお い て 「 要 介 護 高齢

者 等 」 と は 、 市 内 に 住 所 を 有 す る ６ ５

歳 以 上 の 者 （ 介 護 保 険 法 （ 平 成 ９ 年 法

律 第 １ ２ ３ 号 ） 第 ８ 条 第 ２ ４ 項 に 規 定

す る 介 護 保 険 施 設 そ の 他 規 則 で 定 め る

施 設 に 入 所 し て い る 者 を 除 く 。 ） で 、

次 に 掲 げ る 要 件 の い ず れ か に 該 当 す る

ものをいう。  

   上 尾 市 要 介 護高 齢 者 介 護 者 慰 労金

支給条例  

（目的）  

第 １ 条  こ の 条 例 は、 要 介 護 高 齢 者  を

介 護 し て い る 者 に 対 し て 上 尾 市 要 介 護

高 齢 者 介 護 者 慰 労 金  （ 以 下 「 慰 労

金 」 と い う 。 ） を 支 給 す る こ と に よ

り 、 介 護 の 労 を ね ぎ ら い 、 か つ 、 励 ま

し 、 も っ て 在 宅 福 祉 の 増 進 に 寄 与 す る

ことを目的とする。  

 （定義）  

第 ２ 条  こ の 条 例 にお い て 「 要 介 護 高齢

者 」 と は 、 市 内 に 住 所 を 有 す る ６ ５ 歳

以 上 の 者 で 、 介 護 保 険 法 （ 平 成 ９ 年 法

律 第 １ ２ ３ 号 ） 第 ２ ７ 条 の 規 定 に よ る

要 介 護 認 定 、 同 法 第 ２ ８ 条 の 規 定 に よ

る 要 介 護 認 定 の 更 新 又 は 同 法 第 ２ ９ 条

若 し く は 第 ３ ０ 条 の 規 定 に よ る 要 介 護

状 態 区 分 の 変 更 の 認 定 に お い て 、 そ の
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 ( 1 )  介 護 保 険 法 第 ２ ７ 条 の 規 定 によ る

要 介 護 認 定 、 同 法 第 ２ ８ 条 の 規 定 に

よ る 要 介 護 認 定 の 更 新 又 は 同 法 第 ２

９ 条 若 し く は 第 ３ ０ 条 の 規 定 に よ る

要 介 護 状 態 区 分 の 変 更 の 認 定 に お い

て 、 そ の 該 当 す る 要 介 護 状 態 区 分

が 、 要 介 護 認 定 等 に 係 る 介 護 認 定 審

査 会 に よ る 審 査 及 び 判 定 の 基 準 等 に

関 す る 省 令 （ 平 成 １ １ 年 厚 生 省 令 第

５ ８ 号 ） 第 １ 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ

る 要 介 護 ４ 又 は 同 項 第 ５ 号 に 掲 げ る

要介護５であること。  

 ( 2 )  継 続 し て 、 前 号 に 規 定 す る 要介 護

４ 又 は 要 介 護 ５ に 定 め る 状 態 に 相 当

すると認められる状態にあること。  

（支給要件）  

第 ３ 条  慰 労 金 は 、要 介 護 高 齢 者 等 と同

居 し 、 か つ 、 常 時 介 護 し て い る 者 （ 介

護 し て い る 者 が 複 数 で あ る と き は 、 そ

の う ち の １ 人 と す る 。 次 項  に お い て

同じ。）に対して支給する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  慰 労 金 は 、 要 介 護 高 齢 者 等 と 同 居

し 、 か つ 、 常 時 介 護 し て い る 者 に 変 更

の 生 じ た 場 合 に お い て も 、 当 該 変 更 の

生 じ た 日 の 属 す る 月 分 の 慰 労 金 を 既 に

支 給 し て い る と き は 、 こ れ を 支 給 し な

い。  

（慰労金の額）  

第 ４ 条  慰 労 金 の 額は 、 要 介 護 高 齢 者等

１ 人 に つ き 月 額 １ ０ ， ０ ０ ０ 円 と す

る。  

（支給期間）  

該 当 す る 要 介 護 状 態 区 分 が 、 要 介 護 認

定 等 に 係 る 介 護 認 定 審 査 会 に よ る 審 査

及 び 判 定 の 基 準 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成

１ １ 年 厚 生 省 令 第 ５ ８ 号 ） 第 １ 条 第 １

項 第 ４ 号 に 掲 げ る 要 介 護 ４ 又 は 同 項 第

５ 号 に 掲 げ る 要 介 護 ５ で あ る も の を い

う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（支給要件）  

第 ３ 条  慰 労 金 は 、要 介 護 高 齢 者  と同

居 し 、 か つ 、 常 時 介 護 し て い る 者 （ 介

護 し て い る 者 が 複 数 で あ る と き は 、 そ

の う ち の １ 人 と す る 。 第 ４ 項 に お い て

同じ。）に対して支給する。  

２  前 項 の 規 定 に かか わ ら ず 、 要 介 護高

齢 者 が 次 に 掲 げ る 施 設 に 入 所 し 、 又 は

入 院 し て い る と き は 、 慰 労 金 を 支 給 し

ない。  

 ( 1 )  介 護 保 険 法 第 ８ 条 第 ２ ５ 項 に規 定

する介護保険施設  

 ( 2 )  医 療 法 （ 昭 和 ２ ３ 年 法 律 第 ２０ ５

号 ） 第 １ 条 の ５ 第 １ 項 に 規 定 す る 病

院又は同条第２項に規定する診療所  

 ( 3 )  前 ２ 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、規 則

で定める施設  

３  前 項 の 規 定 は 、月 の 初 日 か ら 末 日ま

で の 全 て の 期 間 に わ た り 引 き 続 い て 、

同 項 各 号 に 掲 げ る 施 設 に 入 所 し 、 又 は

入 院 し た 場 合 に 限 り 適 用 す る も の と す

る。  

４  慰 労 金 は 、 要 介 護 高 齢 者  と 同 居

し 、 か つ 、 常 時 介 護 し て い る 者 に 変 更

の 生 じ た 場 合 に お い て も 、 当 該 変 更 の

生 じ た 日 の 属 す る 月 分 の 慰 労 金 を 既 に

支 給 し て い る と き は 、 こ れ を 支 給 し な

い。  

（慰労金の額）  

第 ４ 条  慰 労 金 の 額は 、 要 介 護 高 齢 者あ

１ 人 に つ き 月 額 １ ０ ， ０ ０ ０ 円 と す

る。  

（支給期間）  
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第 ６ 条  慰 労 金 は 、認 定 の 申 請 を し た日

の属する月から 慰労金を支給すべき 事

由が消滅した日  

 

 

 

 

の属する月まで支給する。  

第 ６ 条  慰 労 金 は 、認 定 の 申 請 を し た日

の 属 す る 月 か ら 慰 労 金 を 支 給 す べ き 事

由 が 消 滅 し た 日 の 前 日 （ 要 介 護 高 齢 者

が 月 の 初 日 か ら 末 日 ま で の 全 て の 期 間

に わ た り 引 き 続 い て 、 第 ３ 条 第 ２ 項 各

号 に 掲 げ る 施 設 に 入 所 し 、 又 は 入 院 し

た 場 合 に あ っ て は 、 当 該 月 の 初 日 の 前

日）の属する月まで支給する。  

  
 

３ 施行期日  

平成２９年１２月１日  
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議案第２３号  

「上尾市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について」要旨  

 

１ 趣 旨  

防火対象物の消防用設備等の状況が法令の規定に違反する場合は、その

旨を公表する制度を設けるための改正  

 

２ 内 容  

 (1 ) 公表制度の目的  

   法令に違反のある防火対象物について、その法令違反の内容を利用

者へ公表することにより利用者の防火安全に対する認識を高め、もっ

て火災被害の軽減を図るもの  

 (2 ) 公表の対象となる防火対象物  

   規則で定めることとなるが、総務省消防庁の通知の趣旨を踏まえる

と、次に掲げる防火対象物が対象となる。  

  ア 不特定多数の者が出入りする防火対象物  

イ 避難が困難な者が利用する防火対象物  

 (3 ) 公表の対象となる違反の内容  

規則で定めることとなるが、総務省消防庁の通知を踏まえると、法令

の規定により設置しなければならない次に掲げる消防用設備等が未設置

であることが対象となる。  

  ア 屋内消火栓設備  

  イ スプリンクラー設備  

  ウ 自動火災報知設備 

 

３ 施行期日  

平成３０年４月１日



 

 

 


